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昭和40年度教育相談状況
(付)附和 40年度教育相談状況
昭和40年 4月1日から昭和 41年 3月31日までの「子どものための教育相談Jの実施状況は，次
のとおdJである。
1 教育相談のケース数と延来談者数
実際κ教育相談で取P扱った新規の総ケース数は 152である。(昭和 39年度は 162ケースであ
った。)えだし，ととでいうグースとは，一人の幼児・児童・生徒〔以下 子どもという)の教育上の
問題κ関する相談を 1ケースとし，電話や文書による問い合わせや相談などは含めない。それは一人対
一人の対面的左関係をカクシセリシグ関係の特質のーっと考えるからである。との 152ケースのうち
当所相談室K合いて「子どものための教育相談jとして実施したのが 10 9ケース(茨1ー 1参照)で
あ!1，その他の相談ケース(たとえば，出張相談，教師自身の相談，学絞Kかける教育相談実施Kつい
ての相談など)は43ケース(表 1- 2参照)である。な訟，最近の傾向として，学校ぎらいの子ども，
非行や不良行為を合かしやすい子ども念どをもっ保護者や担任教師からの依頼，生徒指導や特殊学殺
の増設Vc伴う心埋検査の笑施などvcついての依頼が多 〈念っている。当所としても， ζれらの妥望vl.応
じて，できる限りの相談にのるとともVC，出張相談を実施しているのでるるが，現在のと ζろ，来談者
のための相談治療で精いっぱいであって，残念左がらすべての要望陀応じきれないのが笑状である。
次VC.教育柏談のために当所へ来談される人々は，ケースKよって異なるが.1ケースκついてだい
たい1-3名である。というのは，年長の子ども・子どもの保護者・子どもの担任教師友どが単独で来
談される場合，子どもとその保護者K担任教師が同行して来談される場合などがあるからである。した
がって ，本年度教育相談K来談された延人数は，教育相談が 1252人，その他の相談が 67人，総延
人数 13 1 9人である。(表 1-2 ，表1-3参照)
さらに，との新規取り扱h教育相談ケース数歩よひ噺規・継続数育相談実施延回数{延人数と同じ)
を月匁1 .会よび，子どもの発遥段階矧Jl'L集計したのが表 1- 1 ，表1- 2でるる。とれによると，新規
申込みケース数，なよび，相談延回数とも例年の傾向と同じ (， 7)j-11月，学年末K集中している。
また，発達段階)jIJvCみると，幼児が最も多く，次いで児童であり，最近背少年非行で多〈の問題を提起
している生徒の段階が最も少な〈なっている。 ζのζとは ，学教十て公ける生徒指導への努力vr.よるとと
とともに，非行の専門機闘に相談する学校が多いためであろう。
性7]IJがてついては，小学校中学年までは男子が多<.小学絞高学年以上は女子が多くなっている。 ζれ
は本年度の一つの特徴であって，男子は昨年度68ケース，本年度62ケースと大差はf.tいが，女子は
昨年度の25ケースに対し，本年度は47ケースでがよそ1.9 f去になっている。との女子のケースの増
加は各発遥段階に共通した傾向である。
2 教育相談上の取り扱い
教育相談を笑施した一応の結来を便宜的lそわけてみると.O¥.のとシりである。(表2，表5参照)
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表 1-2 その他の相談ケース数(新規取扱い)
?ー? ?
内容
2 小学校:4 中学校:1 0 高校 7
総計
新規教育相談実施総ケース数 1日9+43=152
1 )主として受理面接 ・紹介をしたケース
当所では受理面接Vζ会いて希望があれば各種心理検査を行在い，新潟大学医学部付属病院の小児科，
精神神経科ゃ児童相談所念どと連絡をとっているのととに含めるケースは，とのようK他の機闘に紹介
したもの，なよび，受理面談後のカウ Yセリジグ，遊底え療法が 4回以下で終了したケースである。
2 )主として心理療法を実施したケース
ととに含めるケースは，受理面接後5回以上カクンセリングを笑施したものである。をか，カクシセ
9 yグを4回以下と5回以上実施したクースKわける理由は，一応，力クンセリング的嬢触による治療
的効果があると考えるからである。(表 3参照J
3 )その他のケース
とと陀含めるケースは，出張相談や教育相談に関連する諸科学について数総員企よび学生が，それぞ
れ具体的・実践的研究上の問題をもって熱心K来談されたものである。
5 教育相談の内容
表 2 「子どものための教育相談J新規取扱いケース内容 )‘... % 
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次K，新規K相談を受け付けた 109ケースド亡ついて子どものもつ複雑な問題を，その主訴を中心に
して便宜的に介類すると，表2と左る。
問題別Kみると ，性格行動K関する問題が最も多<5 5.9 atを占め ，次tて知能学業K関する問題が
3 3. 1 at ，昨年度 32. 2 atを占めた精神身体的健康に関する問題は8.3atvc減少している。そうして ，
本年度は，特VC，幼児・児童の男子K性格行動K関する問題が多かったととがあげられる。
4 心理療法への移行率
前述したよう陀，カク γセリ シグを 5回以上継続実施した場合K治療的効果があると考えるので，新
規κ受け付けた 1日?ケーヌのうち5回以上カウソセリシグを笑施したケース陀ついて，表2と同じ手
続きをして表示すると，表3となる。
表 5 教育相談で心理療法を 5回以上笑施したケース ( ) ・・...at 
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表 5のそれぞれの問題別ケース数を表21'C記してある問題万1Jのケース数で除し，その百分率を治療移
行率と仮称するとと Lてする。との治療移行率は，子どもやその保護者などの切実な。悩みの程度を示すも
のと考えられる。各問題月1JI'C算出すると，知能・学業医関する問題の治療移行率は日¢である。とれは
3 6ケースの大部分が単κ知能測定の依頼によるのであって， ζの傾向は当分続〈と考えられる。(昨
年度は36.日係)
性格・行動K関する問題の治療移行率は31. 2婦である。(昨年度は66.7 %) 
進路 ・適性κ関する問題の治療移行率は 33.3 %でるるの (昨年度は0.0係)
精神身体の健康陀関ナる問題の治成移行率は44.5係である。 (昨年度は 60.0 %) 
らL上の治療移行率を全体的(f(')まとめてみると ，昨年度の 54.9 % (5 1ケース)から.本年度は
22.0%(24ケース)と半減しているζとがわかる。その理由は5回以内のカワンセリシグvcよって
来談者のもつ問題が解決したものが多かったととによるものである。念j;>，本年度から次年度へ継続す
るケース数は 16ケースである。
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